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第１章  地方創生のあゆみ 

１．国の主なうごき 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 推進期間 平成2７年度～令和元年度（２０１５～201９） 

 

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 推進期間 令和２年度～６年度（2020～2024） 

 令和 2年、新型コロナウイルス感染症の急激な拡大の影響を踏まえ、改訂 

 

 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」 

 推進期間 令和５年度～9年度（2023～2027） 

 

 新しい地方経済・生活環境創生本部設置 

 令和６年 10月、「新しい地方経済・生活環境創生本部」を設置し、同年１２月には地 

方創生2.0の「基本的な考え方」を決定 

 

２．秋田県の主なうごき 

「あきた未来総合戦略（第１期戦略）」 

 推進期間 平成27年度～令和元年度（2015～2019） 

 

「第２期あきた未来総合戦略～未来への投資、未来への足がかり～」 

 推進期間 令和２年度～6年度（2020～2024） 

 令和４年３月、「～大変革の時代～ 新秋田元気創造プラン」（推進期間 令和４年度

～７年度（2022～2025））の策定に合わせ、総合戦略を統合 
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３．能代市の主なうごき 

「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 本市においても秋田県と同様、平成27年度から令和元年度まで（2015～2019）の５カ

年を推進期間とする「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成27年に策定し、「人口

減少の速度を緩めること」及び「地方創生」の実現を目指すための「基本指針」として位置づ

けました。 

 そして、「能代市人口ビジョン」に掲げた将来展望の実現に向け、また国や県の施策の基本

的な方向及び基本的視点との整合を図る形で以下のとおり基本目標を定めています。 

 

基本目標１ 地域における安定したしごとの創出 

基本目標２ 少子化対策 

基本目標３ 移住・定住対策 

基本目標４ 新たな地域社会の形成 

 

「第２期能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和 2年6月策定） 

 「能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の推進期間終了に伴い、これまでの取組の検証結

果に加え、新たな視点や考え方を取り入れた令和2年度から6年度まで（2020～2024）

の 5カ年を推進期間とする「第２期能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

第２期総合戦略では、依然として東京一極集中が解消されず、本市においても若者の流出

に歯止めがかからない中、未婚率の上昇や少子化が継続する状況に鑑み、若者の地元定着

やふるさと回帰等による社会減の抑制を図るための施策を推進する方針としました。 

また、併せて、すべての市民が安心して暮らし続けることができる地域づくりに取り組む

こととし、以下の基本目標を定めています。 

 

基本目標１ 若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる 

基本目標２ 移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる 

基本目標３ 出会い・結婚・出産・子育てに関する望みがかなう地域をつくる 

基本目標４ 安心して暮らせる元気な地域をつくる 

 

「第３期 のしろ創生総合戦略」（令和７年3月策定） 

人口減少を抑制し、持続可能な地域社会を実現するため、これに資する各種施策を継続し

て推進する必要があることから、国や県の動向を踏まえた総合戦略を策定します。 
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第２章  能代市の人口の現状及び将来展望 

1. 人口の現状分析 

 人口は一貫して減少傾向、世帯数は微減 

国勢調査による本市の人口は、昭和45年（1970）に 77，011 人でしたが、令和２年（２

０２０）には、５万人を割る49,968人となっており、減少が続いています。 

一方、世帯数は増加傾向にありましたが、平成22年（２０10）からは減少に転じ、令和2

年には21,191 世帯となっており、人口の減少傾向に比して、微減傾向となっています。 

 

図 1 市人口の推移・世帯数の推移 

 

 

 

 70～７４歳人口が最も多く、20～２9歳人口が極端に少ない 

本市の年齢階層別人口の特徴として、45歳未満では男性に比して女性人口が少なく、

45歳以上では女性人口が多い傾向にあります。なお、人口のボリュームゾーンは、男女とも

に70～74歳となっており、20～29歳の年齢層が極端に少ないことがわかります。 
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図 2 令和２年（2020）５歳階級及び性別人口ピラミッド 

 

 

 

 人口減は転出が転入を、死亡数が出生数を上回っていることに起因 

昭和45年（1970）から現在まで一貫して転出が転入を上回る傾向にあります。また、平

成2年（1990）以降は一転して死亡数が出生数を上回る状態が続いており、その差は徐々

に広がっています。  

 

図 3 出生・死亡数、転入・転出数の推移 
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 流出の中心は 18～２３歳の若い世代 

 平成25年（2013）から令和5年（2023）における年齢別人口の変化率の平均をみる

と、男女ともに高校卒業後の流出が顕著で、特に男性の流出傾向が強いことがわかります。

20歳代前半においては女性の流出傾向が強くなっています。 なお、20歳代後半におい

ては僅かながら流入傾向にあります。 

 

図 4 年齢別人口の変化率平均（平成25年－令和5年） 

 
 

 合計特殊出生率は県平均に比して低い一方、第 2子は高い傾向 

 県下市町村平均を50とした場合の令和２年（2020）における本市の出生に関する状況

は、第 1子の合計特殊出生率は低い一方、第 2子の合計特殊出生率は高くなっており、本

市の第 1子を産んだ女性においては第2子を授かる人が多い傾向にあります。 

 なお、県下市町村平均と比した場合、女性の未婚率が高いことも本市の特徴です。 

 

図 5 出生に関する指標（県平均との比較） 
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2. 人口の将来展望実現に向けた現状や課題 

■ 若年層の求職に関する傾向 

本市の有効求人倍率は、産業全般において高止まりが続いていますが、本市が実施した高

校生アンケート調査結果では、希望職種について、男性は公務員や情報通信業、女性は医療

関係や公務員への関心が高い傾向にあります。また、若年層の求職者には「仕事を探してい

るが見つからない」といった声があり、求人と求職者の間にミスマッチが見られます。 

高校生アンケート調査結果において、仕事や就職先の選択で重視する点は「給与水準が高

い」が最も多く、一般アンケート調査結果でも、労働条件・職場環境に対する満足度におい

て、「給与水準」に対する不満割合が最も高い傾向にありました。 

 

■ 本市への移住（ＵＩＪターン） 

本市へのＵターンを含む移住は、平成27年度（2015）の取組開始以来、年々増加傾向に

あり、中でも20代 30代単身男性の就職を契機としたケースが最も多くなっている一方

で、女性の移住割合は男性に比べて低い状況となっています。 

 

■ 若年層の結婚に関する意識の変化 

 一般アンケート調査結果によると、独身者の結婚の意向は、若年層ほど希望する人が多い

傾向にありました。高校生アンケート調査結果では、62.3%が「将来結婚をしたい」との意向

を示しており、19歳以上の結婚希望割合を上回っています。 

結婚しない理由は、「ひとりが気楽」や「結婚する必要性を感じない」、 「経済的に余裕がな

い」との意見が多い傾向にあり、多様なライフスタイルへの配慮や尊重が必要であるほか、結

婚を希望する人にとっては、実現するための経済的支援が必要と考えられます。 

また、結婚に関する希望割合が国や秋田県に比して低いことは本市の大きな特徴となっ

ています。 

 

■ こどもをもつことへの希望 

本市の若年層が将来もちたいと希望するこどもの数については、既婚者が2.16人、19

歳以上の独身者が 1.44人、高校生が 1.61人となっており、既婚者は独身者よりこどもを

もつことに積極的な傾向にあります。 

19歳以上の独身者のうち、こどもをもつことに消極的な理由には「経済的負担」を掲げる

人が多く、経済的な支援等により、婚姻率や出生希望率の増加を誘引できる可能性がありま

す。 

 

■ 性別役割分担意識 

一般アンケート調査結果では、「家事や育児は女性が担うものとの意識がいまだ根強く残

っている」と回答した人が多く、その割合は男性より女性の方が高い傾向にあります。このこ

とは、本市の性別による役割分担の状況について、男性より女性が課題感を強く持っている

という実態が浮き彫りとなる結果となりました。 
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3. 人口の将来展望 

国及び秋田県の将来展望の考え方 

本市人口の将来展望の設定にあたっては、国や県の動向を踏まえる必要があるため、まず

は国や県における人口の将来展望の考え方を整理します。 

 

 国の考え方 

⁃ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の長期的展望では、合計特殊出生率が令

和 12年(2030)に 1.8 程度、令和 22年(2040)に 2.07 程度（人口置換水

準）まで上昇すると令和42年（2060）の人口は約１億 200万人となり、長期的に

は9,000万人程度で安定的に推移するものと想定 

 

 秋田県の考え方 

⁃ 「秋田県人口ビジョン（令和４年３月改訂）」では、令和 22年に国民の希望出生率 1.8

を達成し、令和37年（２０５５）頃に人口置換水準2.07を達成するものと仮定 

⁃ 人口移動に関しては、令和７年（２０２５）以降は社会減が抑制され、令和２２年以降は

転入・転出が均衡すると仮定 

⁃ 上記仮定値の達成を前提とし、令和４７年（206５）には約５１万人となるものと想定 

 

能代市の将来展望の考え方 

国及び県の人口の将来展望に鑑みつつ、本市の課題への対策を講じることで人口流出を

和らげ、また若年層の結婚・出産・子育ての多様な選択と個々の希望が実現される状況を想

定し、本市人口の将来展望にあたり、自然増減及び社会増減の条件を以下のとおり設定しま

す。 

 

 合計特殊出生率は令和37年以降に2.07を達成 

⁃ 本市出生の仮定は令和２２年（２０４０）に国民の希望出生率である 1.72を達成し、 

令和３７年（２０５５）以降に人口置換水準である2.07を達成。以降、当該水準を維

持する 

⁃ なお、死亡は将来の生残率について社人研準拠推計と同一と想定 

 

 若年層の流出を逓減的に抑制、令和３７年には移動均衡 

⁃ 令和７年（２０２５）までは足元の人口流出となるが、以降、流出が顕著であった若年

層の人口流出が逓減。令和３７年には転入・転出が均衡し、以降、当該水準を維持す

るものと想定 
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能代市の人口の将来展望 

能代市の人口の将来展望 令和５２年（20７0）に21,992人 

 

 

図 6 能代市の人口の将来展望 

 
 

 本市人口の将来展望を、令和５２年（2070）に社人研準拠推計より8,626人多い21，

992人と想定します。 

 なお、令和２年（2020）の時点推計では、令和42年（2060）で 25,710人と想定して

いましたが、本推計では、232人減の25,478人としています。 
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第３章 本編 

1. 総合戦略の策定趣旨と位置付け 

本市における人口減少を抑制し、持続可能な地域社会を実現するため、これに資する各種

施策を切れ目なく推進する必要があることから、第３期 のしろ創生総合戦略（以下「総合戦

略」という。）を策定します。 

策定にあたっては、国や県の動向を勘案するとともに、本市の最上位計画である「第２次

能代市総合計画」との整合性を図り、人口減少対策関連の施策を体系付け、デジタル活用の

視点を踏まえた取組の方向性を示すものです。 

 

2. 推進期間  

総合戦略の推進期間は、令和7年度から 10年度まで（2025～2028）とします。 

 

3. 推進方法 

 進行管理 

基本目標に掲げる数値目標や各ＫＰＩの達成状況等を考慮しながら、毎年度、計画（Plan）

－実行（Do）－評価（Check）－改善（Action）のＰＤＣＡサイクルによる効果検証を行うこ

ととします。なお、各年度の効果検証を踏まえ、必要に応じて施策や事業の追加・見直し等を

行うとともに、事業の実施においては、地方創生関係交付金などの補助財源や企業版ふるさ

と納税などによる寄附等の財源も積極的に活用する方針とします。 

 

 推進体制 

市長を本部長とする「のしろ創生総合戦略推進本部」が中心となり、関係機関、団体等と連

携して施策を推進するものとします。また、「のしろ創生総合戦略会議」において、施策の評

価、推進状況の確認等を行うものとします。 

 

4. 施策検討にあたっての考え方 

 本戦略の策定にあたっては、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」等を勘案しつつ、

本市の特色や地域資源を生かした住民に身近な施策を盛り込むこととします。 

 また、複数分野の施策を相互に関連付ける「施策間連携」や、広域観光、関係人口の創出・

拡大など個別施策における近隣・複数自治体との「地域間連携」の視点を持ち、効率的かつ

効果的に実施可能な施策検討を行います。 
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5. 地域ビジョン（目指す理想像） 

 

  

 

 

老若男女を問わずすべての市民が本市での暮らしに心地よさを実感するとともに、持続

可能な地域となるためには、一人ひとりが地域コミュニティや地域資源に理解を深め、それ

らが持つ魅力を維持あるいは付加して、郷土愛やシビックプライドという形で次の世代へと

伝え続けていく必要があります。 

また、居住経験にかかわらず、離れた地域にいても本市への愛着心を持ち、市民と一体と

なって本市の活性化に取り組む土壌を育むため、本戦略の地域ビジョンを定めます。 

 

6. 施策の体系 

 

 

 

人をつくり、つながりをつくり、持続可能な魅力ある地域をつくる 

～人も地域資源も好循環のまち能代～ 
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7. 基本目標と施策の方向性 

基本目標１ 多様なニーズに応える雇用機会と労働環境をつくる 

＜現状や課題＞ 

市内産業全般において人材不足の傾向 

⁃ 労働人口の減少は歯止めがかかっておらず、管内の有効求人倍率は全国及び秋田県

内と比較しても高止まりの状況が続いています。 

⁃ とりわけ、建設土木業・製造業・介護の業種における人材不足は顕著です。これらの業

種では、特に有資格者や若年層の働き手の確保が望まれています。 

⁃ 市内高校生の地元就職数は、就職希望者全体の半数前後で推移しています。 

⁃ これらの背景には、進学率の高さや若年層の首都圏等への憧れ、地元企業の認知度

の低さ、労働環境・賃金水準に対する不満等があると考えられます。 

 

次世代エネルギー関連産業の活性化に伴う動き 

⁃ 令和2年（2020）9月に能代港が海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾に

指定され、洋上風力発電の先進地域として事業が進んでいます。令和4年（２０２２） 

１２月に能代港湾内に国内初となる大規模商業洋上風力発電所が運転を開始し、今後

も着床式洋上風力発電の導入が予定されています。また、国では浮体式洋上風力発

電について、事業化に向けた実証が進められており、今後の展開が期待されます。こ

うしたことにより、今後、次世代エネルギーに関連する労働需要の創出が見込まれま

す。 

⁃ 他方、次世代エネルギー関連産業においても、技術者を中心とした働き手の確保に難

しさが見られます。 

⁃ 次世代エネルギー関連産業の認知度向上のため、こども世代向けのＰＲや職業体験だ

けでなく、親世代も巻き込んだPR活動を行うなど、将来の働き手となりうる若年層

が就職の選択肢として考えられるような取組が求められます。 

⁃ また、地元企業における洋上風力発電関連産業への参入事例が増えてきています

が、更なる参入拡大に向け、引き続きマッチング支援等の取組が必要です。 

⁃ 次世代エネルギーとして注目されている水素については、大規模な液体水素の実験

施設を有するＪＡＸＡ能代ロケット実験場が立地している強みを生かし、関連産業の誘

致、創出等に向け、国等の支援制度を活用しながら、本市の特性に応じた取組につい

て研究していく必要があります。 

 

持続可能な第一次産業 

⁃ 産業ごとの男女別就業者数を見ると、本市における特化係数は農業・林業で男性が

2.78、女性が2.43 となっており、農林業従事者の割合が高い地域と言えます。 

⁃ 経営開始資金をはじめとした資金援助策の認知度が高まったことなどにより、新規就

農者数は令和元年（２０１９）から 5年連続で毎年10名以上となっています。資金面

の支援だけでなく、新規就農者を育成するための技術指導等、教育面での支援を継

続していくことが求められています。 

※特化係数 全国平均の産業別構成比を1 とした場合の度合い 
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⁃ 農産物では、ネギ・山うど・みょうが・アスパラガス・キャベツの５品目を戦略作物と位

置付けています。特にネギの生産出荷額は、令和6年度（2024）には2１億円を超

えており、主力品目となっています。 

⁃ 林業は農業と同様に60歳以上の就業者数が多く高齢化や後継者不足が懸念される

ほか、所有者が不明な森林が増加しており、森林の整備・管理を目的とした仕組みが

重要です。 

 

商工業に対する支援 

⁃ 本市の商工業分野における事業所数、従業者数は年々減少傾向にあります。中心市

街地においても空き店舗が多く見られ、店主の高齢化による廃業や後継者不在、人手

不足、経営の問題等、その理由は多岐にわたります。 

⁃ 一方、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、事業者の経済活動が回復したこと

を契機に、新規分野への進出相談や起業相談件数の増加もみられています。 

 

多様な働き方が選択できる環境の整備 

⁃ 秋田県では、「リモートワークで秋田暮らしパートナー企業」認定制度を設けており、県

全体では認定企業が増加傾向にあるものの、本市関連は 1件にとどまっています。

一方で、本市に関心を持ち、新たにサテライトオフィスを設置した企業もあり、働き方

の選択肢が広がることが期待できます。 

⁃ 自分のライフスタイルに合った働き方が本市でかなえられるよう時間や場所に捉われ

ないテレワーク等の多様な働き方が選択できる環境の整備が求められます。 

 

＜数値目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

(令和 10年度） 

新規高等学校卒業者就職率（能代山本） 45．0％ 60．0％ 

 

 施策の基本的方向 

１-1 産業全般における担い手確保 

① 処遇改善に向けた企業への働きかけ 

賃上げに向けた各種支援制度の情報提供や、結婚や出産、育児、介護等のライフイ

ベントに応じた各種休暇設定等、選ばれる企業となるよう処遇改善に向けた働きかけ

を行います。また、子育て世帯や家族介護者等が仕事との両立の希望がかなうよう、

時短勤務やフレックスタイムの活用、在宅ワークやサテライトオフィスでのテレワーク

等、多様な働き方の実現に向けた取組を推進します。 
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（主な取組） 

・子育てや介護と両立しやすい職場づくりの推進 

・くるみん認定（子育てサポート企業）や、えるぼし認定（女性活躍推進企業）に向けた 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定の働きかけ 

・資格取得に関する補助 

・サテライトオフィスの誘致 ＤＸ 

――――――――― 

② 既存産業のPRと人材のマッチング 

各種事業所が保有している高い技術力や仕事のやりがいといった事業所の強み等

を広くPRすることが重要です。各種事業所と連携し、小・中学生など幼い頃からの

市内産業への興味・関心を高める取組を推進します。 

また、就業意向のある高校生や大学生などの若年層から高齢者までのあらゆる世

代へ、それぞれの属性に合った媒体や手法によりアプローチします。 

 

（主な取組） 

・地元企業のＰＲ強化 

・首都圏等で開催される就職フェアでの地元企業との連携 

・高校生や大学生等の地元就職・定着に向けた企業・事業所での職場体験等の充実 

・高校生や大学生等を対象とした地元企業の合同就職説明会等の開催 

――――――――― 

③ 多様な担い手の創出 

若者、女性、高齢者など多様な担い手創出を実現するため、性別や年齢、体力差に

かかわらずできる就労情報の提供やキャリア形成への支援、面接機会の確保等に努

めるとともに、DXによる効率化や省力化等の促進を通じて労働環境の整備を進め

ます。 

 

（主な取組） 

・人材育成に向けた環境整備の検討 

・新卒者の就業支援及び求職者の面接機会確保 

・高校生や大学生等の地元就職・定着に向けた企業・事業所での職場体験等の充実 

（再掲 1-1②） 

・ＩＣＴを活用する中小企業の支援 ＤＸ 

――――――――― 

④ 外国人材受入の環境づくり 

市内企業の人材不足対策として、外国人材受入企業への支援や地域共生に向けた 

取組等、外国人材が地域で安心して働き、生活できる環境づくりを進めます。 
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（主な取組） 

・在留外国人に対する日本語学習支援 

・行政、生活情報の多言語化の推進 

・地域住民とのコミュニケーション機会の創出 

・企業への意識啓発・醸成のための取組 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

地元企業人材育成支援事業の利用者数 98人 120人 

インターンシップ等受け入れ登録企業数 100社 120社 

市求人サイト掲載求人への応募件数 95件 120件 

 

（参考指標） 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数 

・企業マッチングイベントへの参加回数 

・就労を目的とする主な在留資格を有する市民の数 

 

１-2 次世代エネルギー関連産業の創出・振興 

① 風力発電を中心とした関連産業の創出促進 

洋上風力発電の導入拡大が見込まれている中、それを地域の活性化につなげてい 

くため、関連企業の誘致や地元企業の参入拡大に向けたマッチング支援等を進めま 

す。また、浮体式等、新たな技術について研究し、更なる次世代エネルギーの導入拡 

大、港湾の活用を促進します。 

 

（主な取組） 

・「次世代エネルギービジョン」に掲げる将来像実現のための施策推進 

・エネルギー拠点化のための港湾機能向上策の検討 

――――――――― 

② 水素社会実現に向けた実証・開発促進と関連産業の創出 

大規模な液体水素の実験施設を有するＪＡＸＡ能代ロケット実験場と連携し、情報 

収集や実証実験の誘致等の取組を進め、本地域内における水素の製造・利用等の促 

進や、地域企業の水素分野への参入機会創出を目指します。 

 

（主な取組） 

・ＪＡＸＡ能代ロケット実験場と連携した「水素ラボ構想」の実現検討 

 ・水素エネルギーについての調査・研究及び関係機関による研究等への支援・連携 
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③ 次世代エネルギーの認知度向上と人材育成・確保 

洋上風力発電所やＪＡＸＡ能代ロケット実験場を有する本地域の強みを生かし、他の

地域にはない魅力として地域内外にＰＲを行い、認知度向上・イメージアップを図りま

す。その上で、教育機関や研究機関との連携を図りつつ、次世代エネルギー関連分野

に携わる人材の誘致や育成を推進します。 

 

（主な取組） 

・人材育成に向けた環境整備の検討（再掲 1-1③） 

・水素エネルギーの導入・活用に向けたシンポジウム等の開催  

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

再生可能エネルギー導入量 162,793kW 408,593kW 

 

（参考指標） 

・能代港の取扱貨物量 

 

1-３ 既存産業の魅力向上と新事業創出 

① 第一次産業・関連産業のブランド化と流通促進 

農産物の高付加価値と大ロット化の両立を目指すとともに他地域との差別化を図

ります。また、豊富な森林資源の更なる活用に向けて、木材関係事業所と研究機関の

連携により、本市に受け継がれてきた技術力を生かした木材活用の研究・開発や木製

品の販路拡大を進めます。 

 

（主な取組） 

・園芸メガ団地整備への支援 

・戦略作物の生産拡大に対する助成や農業関係機械等導入の支援 

・農林水産物の加工・販売等、６次産業化への支援  

・首都圏等でのセールスや全国ねぎサミットへの参加等によるＰＲ 

・農業技術センターの栽培実証等生産技術向上のための対応力強化 

・農業法人等に対する支援 

・住宅の新築・増改築時の秋田杉内外装材利用に対する補助  

・地元木製品の需要拡大を図るため販路開拓に取り組む事業者への補助 
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② 第一次産業の新たな担い手創出支援 

新規就農者への支援の充実を図るほか、農業法人の起業支援として、農業技術の

習得等の補助・支援に向けた取組を推進します。また、農業への新規参入者や林業

従事者の増加を狙いとして、補助・支援内容のPRを推進します。 

 

（主な取組） 

・農業技術を学ぶための研修に対する支援 

・農業技術の習得や資格取得に関する補助 

・畑作等への新技術活用等機械導入の支援 ＤＸ 

・林業の担い手育成と森林整備に対する支援 

――――――――― 

③ 既存商工業のチャレンジ支援 

市内企業の新商品の開発や新規分野への参入を促進します。また、既存商品のP 

R、販路開拓等についても経費に対する補助や IＣT利活用の推進、各種支援制度の 

情報提供などに取り組みます。 

 

（主な取組） 

・地元企業のＰＲ強化（再掲 1-1②） 

・販路開拓や地域資源を活用した商品開発への支援 

・事業資金を必要とする中小企業への融資あっせん等の実施 

・起業や異業種参入への支援  

――――――――― 

④ 企業誘致活動の推進 

企業にとって魅力のある誘致条件の整備を検討し、本市の地域特性を生かした積

極的な誘致活動を継続するとともに、誘致済企業のフォローアップ強化に努めるな

ど、企業誘致活動を推進します。 

 

（主な取組） 

・企業立地促進のための情報収集及び企業訪問  

・誘致済企業へのフォローアップ強化 

・工場等新増設への奨励措置 

・港湾利活用促進のための情報収集及び企業訪問 

・新工業団地関連のインフラ整備 

――――――――― 

⑤ 新ビジネス創出と事業承継への支援 

新ビジネスを模索する起業者を支援するとともに、企業や事業者間の連携、既存事

業の付加価値創出、新規ビジネス創出、事業承継を支援します。また、市内事業者の域
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外進出・業務拡大や創業希望者への支援を行うことで、市内産業の底上げと多様化を

促進します。 

 

（主な取組） 

・起業や異業種参入への支援（再掲 1-3③） 

・専門員による相談窓口対応や、創業資金利用者に対する経済的支援 

・様々な機関が提供するサービスや仕組みの活用及び地域の金融機関等と連携した 

事業承継支援 

・空き店舗等の利活用に係る支援 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

戦略作物５品目の生産出荷額 
18億 8千 7百

万円 

25億 2千 

万円 

新規就農者数 1８人 10人 

新規農業法人数 2法人 2法人 

秋田スギの温もり補助金利用件数 17件 17件 

創業者数 ９人 8人 

新設、増設企業数 2件 2件 

 

（参考指標） 

・30a以上区画のほ場整備率 

・畑作等拡大総合支援事業費補助金利用件数 

・中小企業融資あっせん制度利用件数 
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基本目標２ 能代への定着・回帰と新しい人の流れをつくる 

＜現状や課題＞ 

高校卒業後の進路 

⁃ 本市の転入出の状況をみると、高校卒業後の進学・就職による首都圏等への転出超

過が続いています。市外へ進学・就職した人のUターン移住を増やすためにも仕事や

住まい探しのサポート等、個々のニーズに合わせた支援が必要です。 

⁃ 高校生を対象としたアンケート調査によると、将来的に本市内もしくは秋田県内での

就職を考えていると回答した人は、その理由として「地元に貢献したいから」と答える

割合が最も高く、幼少期からのふるさと教育の実践により地元への愛着心が育まれ

ていることがわかります。今後も継続的なふるさと教育により、郷土愛の醸成を促す

ことで、地元への定着や将来的なＵターンが期待できます。 

 

移住定住支援の取組 

⁃ 県外からの転入の状況を確認すると、就職や転職等を理由とした移住の割合が高い

傾向にあります。本市出身者以外の移住（I・J ターン）を促進するためにも、本市の魅

力を効果的に外部へ発信することが必要です。 

⁃ 移住促進のため、移住に対する助成や移住定住ガイドブックの発行、商業施設での常

設窓口設置、SNSの活用等による各種情報発信をしています。加えて、移住後の生

活に馴染めるよう越冬セミナーを含む移住交流サロンの開催等本市特有のサポート

をしていますが、そうした支援制度の認知度は十分とは言えない状況です。 

⁃ 移住希望者に向けた更なる情報発信や移住フェア等での積極的なPRが求められる

ほか、住居や仕事、生活環境等の相談・サポート体制の充実が求められます。 

 

※Ｉ･Ｊターン 

地方から都市へ移住した人が、再び故郷に戻ることを意味する「Ｕターン」に対し、都市部で生まれ育った人 

が地方へ移住することを「Ｉターン」、故郷から都会へ移住した後、故郷に近い地方都市へ移住することを 

「Ｊターン」といいます。 

 

関係人口の創出 

⁃ 世界自然遺産の白神山地や JAXA能代ロケット実験場、秋田県立大学木材高度加工

研究所、洋上・陸上風力発電所などの地域資源を活用した関係人口の創出がますます

重要となります。 

⁃ 能代市・JAXA・秋田大学・早稲田大学の4者連携により「水素ラボ構想」の実現に向

けたプロジェクトチームが発足し、水素関連ベンチャー企業との連携や水素関連の開

発・実証を行うラボの設置等による関係人口の創出が期待されます。 

⁃ 本市には白神ねぎや白神山うど等のブランド化された商品もありますが、それらを生

かした情報発信は限定的です。例えば、ふるさと納税寄附者に対して、魅力的な返礼

品を用意することで本市の認知度向上が期待でき、さらに地域資源や行事、交流会

等、本市に関する情報を案内することにより関係人口の創出が図られます。 

⁃ 本市にはバスケットボールで有名となった能代科学技術高校（旧 能代工業高校）があ

り、人気漫画の強豪校のモデルとも言われています。また、日本屈指の充実した資料
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を誇る能代バスケミュージアムを有しており、SNSによる情報発信やイベント開催等

の効果による海外からの来訪も見られ、地域活性化に寄与しています。 

 

＜数値目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

市への相談を経て移住した世帯数 66世帯 80世帯 

 

 施策の基本的方向 

2-１ 地元定着とふるさと回帰の推進 

① 地元のしごとの魅力発信による地元就職の促進 

中学生や高校生が地元企業の果たす役割ややりがい、魅力に触れ、本地域のしごと 

に理解を深める機会を充実させるとともに、保護者等が、こどもの地元就職を考える 

機会をより多く設けるなど、地元就職者の増加につながる取組を推進します。 

 

（主な取組） 

・中学生、高校生が地元企業の魅力に触れ、理解できる機会の充実 

・産業界との連携による、本市特有の産業と地域社会を支える仕事に関する情報発信 

・生徒、保護者が共に地元就職を考える機会の検討 

――――――――― 

② 地域に根ざしたふるさと・キャリア教育の推進 

こどもたちが本市の魅力や課題、可能性をより深く学ぶ環境をつくるため、学校と 

地域社会の連携・協働を拡充し、地域全体で未来を担うこどもたちの成長を支えてい 

く活動を支援します。 

また、学んだことや地域課題への意見等の情報を、保護者や地域住民に展開、共有 

することで、大人も本市の魅力や可能性を再認識、再発見することができます。持続 

可能な地域づくりのため、こどもも大人も共に学び合い、育ち合う取組を推進しま 

す。 

 

（主な取組） 

・ふるさと学習活動や総合的な学習における探究活動の推進 

・地域活動への参加や世代間交流の機会充実による中学生、高校生、若年層の地域理 

解促進 

     ・中学生、高校生が、市外在住の本市出身者等と交流する取組の推進 
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・地域と学校が一体となる学校運営協議会（コミュニティ・スクール）や家庭との連携、 

協働により、こどもの成長を支える活動の推進 

  ・郷土の自然・歴史や伝統・文化・産業等を生かした教育課程の編成 

     ・ふるさと・キャリア教育を支援する人材の確保や、企業・団体の協力による総体的な 

取組の検討 

・ふるさと・キャリア教育のねらいや成果を発信し、保護者や地域住民との共有によ 

る意識の醸成 

――――――――― 

③ 進学・就職による転出者との関係づくり 

移住定住相談窓口のしろ暮らす公式ＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用し、市外へ進学・就職し 

た人に対して、地域の話題や地元の仕事・就職に関する情報を継続的に提供すること 

で関係性を構築します。 

 

（主な取組） 

・ＳＮＳ等を活用した市外の大学生等への地元企業に関する情報発信 

・本市出身者が地域住民や地域活動との関わりを持つ機会の充実 

――――――――― 

④ 県外在住者の雇用につながる機会の創出 

大学生やUターン等を希望する県外在住者を対象としたインターンシップ・企業見 

学を受け入れる企業・事業所を増やすほか、地元の企業・事業所の情報の効果的な発 

信や就職説明会の開催など、移住者等の就職、企業・事業所の人材確保につながる取 

組を推進します。 

 

（主な取組） 

・高校生や大学生等を対象とした地元企業の合同就職説明会等の開催（再掲 1-1②） 

・居住や就労等の要件を満たした場合の奨学金返還減免及び助成措置 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

移住相談件数のうちＵターンした世帯数 ３７世帯 45世帯 

地元企業就職説明会等への延べ参加者

数 
856人 876人 

 

（参考指標） 

・移住定住相談窓口ＳＮＳフォロワー数（ＬＩＮＥ、Ｘ、YouTube、Instagram） 

・女性の移住者数（未成年者を除く） 
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2-2 能代での新たな暮らしの推進 

① 移住希望者のニーズに応じた支援 

豊かな自然や、充実した子育て・教育環境の中で生活したいなど、様々な移住希望 

者のニーズにきめ細かく対応し、本市への移住・定住を積極的に推進します。 

 

（主な取組） 

・就職希望者への企業情報の提供及び見学支援 

・就農希望者の現地見学等の実施及び就農希望者を雇用した農業法人等への支援 

・起業支援及び空き店舗の活用に係る支援 

・県等と連携した移住定住促進施策の推進 

――――――――― 

② 移住フェア等でのPRや移住体験ツアーの充実 

首都圏などで開催される移住希望者を対象とした相談会へ積極的に参加するほ 

か、移住体験ツアーの内容・体験の充実を図り、I・J ターン移住を推進します。 

 

（主な取組） 

・首都圏等で開催される移住フェア等への参加 

・「あきた県北合同移住交流フェア」など広域連携した取組の推進 

・移住希望者のニーズに対応した移住体験ツアーの実施 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

移住相談件数のうちＩ・Ｊターンした世帯数 29世帯 35世帯 

移住体験ツアー参加世帯数 17世帯 17世帯 

 

（参考指標） 

・移住相談件数のうち移住フェア等で対応した件数 

・地域おこし協力隊の退任後の定住率 

 

2-3 移住定住促進に向けた情報発信・支援の充実 

① 各種媒体を活用した効果的な情報発信の推進 

本市への移住を考える人が、必要な情報を得られるよう、ホームページや SNS、移 

住ガイドブック、本市広報紙等の各種媒体を活用し、暮らしや仕事、観光等の情報発信

の充実や移住定住支援制度の認知度向上を図ります。 
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（主な取組） 

・各種メディアを活用した情報発信 

・ＳＮＳやウェブ会議システムの活用による場所に捉われない相談体制の充実 

・先輩移住者による移住者目線での地域の魅力発信 

――――――――― 

② 移住に向けた仕事・住居確保における支援体制の充実 

地元の企業・事業所の求人情報等の発信、就業支援のほか、空き家バンク制度や住 

宅リフォームの助成制度により、移住者の仕事・住まいの確保をサポートします。 

 

（主な取組） 

・首都圏等で開催される就職フェアでの地元企業との連携（再掲 1-1②） 

・新卒者の就業支援及び求職者の面接機会確保（再掲 1-1③） 

・空き家利用希望者に対する物件情報の提供 

・移住者の引越しや移住初期にかかる経費への助成 

――――――――― 

③ 移住後の相談・サポート体制の充実 

移住後の新たな暮らしに早く馴染めるように移住者へのフォローを心掛けるほか、 

越冬セミナーや地域行事等のイベント情報の提供により、移住者同士の交流促進をサ 

ポートします。 

 

（主な取組） 

・窓口開設における「移住後サポートｄａｙ」の周知 

・移住交流サロンや各種イベントへの参加促進による地域定着支援 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

移住相談件数 292件 330件 

空き家バンク物件の成約件数 18件 18件 

 

（参考指標） 

・移住・就業支援金等利用者数 

（移住・就業支援金、若年世帯移住定住奨励金、若年世帯移住定住すまい補助金） 
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2-４ 地域資源を活用した関係人口の創出  

① 地域資源やイベントの活用による関係人口の拡大 

白神山地や JAXA能代ロケット実験場、木材高度加工研究所等の本市の地域資源 

を活用した新たな取組を進め、関係人口の創出を推進します。 

 

（主な取組） 

・水素エネルギーの導入・活用に向けたシンポジウム等の開催（再掲 1-2③） 

・デジタル技術の活用による情報発信の検討 ＤＸ 

――――――――― 

② 出身者、市民とのつながりや交流機会の充実 

本市出身者同士や出身者と市民がつながる機会を設けることにより、交流が促進 

され、ふるさと貢献の意識醸成が期待できます。 

 

（主な取組） 

・移住促進・関係人口創出に資する活動に対する支援 

――――――――― 

③ ふるさと納税制度を活用した魅力発信 

ふるさと納税制度を活用した農産品・特産品のPR、寄附者に対する情報発信等に 

より、新たな交流を促進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

移住促進・関係人口創出補助金活用によ

るイベント参加者数 
－ （Ｒ６開始） 1４0人 

ふるさと納税寄附額 2億 3千万円 6億 6千万円 
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基本目標３  出会い・結婚・出産・子育ての希望をかなえる地域 

をつくる 

＜現状や課題＞ 

出会いや結婚の希望に合わせた支援 
⁃ アンケート調査では、高校生の約62.3％が「結婚したい」と回答し、１８歳から１９歳

の７４.1％が「いずれは結婚したい」と回答しているなど、若い年代ほど結婚希望が高

い傾向にあります。一方、結婚を考えていないと答える人の理由として「ひとりが気

楽」と答えた人が最も多かったほか、「結婚する必要性を感じないから」と結婚そのも

のに消極的な回答をした人も多く見られました。 

⁃ 他方、結婚をしない理由の中で「経済的に余裕がない」、「出会いが少ない」と回答し

た人も一定数見られることから、結婚を希望する人を後押しするような経済的な支援

と出会いの場の創出等に向けた取組が必要となっています。なお、本市が実施する出

会い創出に関する取組や、結婚新生活支援事業、結婚祝い金制度については、いずれ

も70％以上の人が「知らない」と回答しており、行政が行う結婚支援への取組自体

の認知度向上も求められています。 

 

妊娠・出産・子育て期まで切れ目のない支援 

⁃ アンケート調査では希望するこどもの数は「2人」と答える人が48.7％となる一方

で、現実的にもとうとする予定のこどもの数が「0人」と答える人が８３％にのぼるな

ど、希望と実態のこどもの数に顕著な開きが確認されています。その理由として、「子

育てや教育の経済的負担が大きいから」と答える割合が最も高く、こどもを望む人を

支える継続的な相談支援や経済的支援が必要な状況にあると言えます。 

⁃ 既に本市では、妊娠から子育て期まで切れ目なく寄り添う「伴走型相談支援事業」や、

定期的な見守り訪問とともに育児用品などを支給する「能代市すまいる・めんｃｈｏｃｏ

定期便事業」等、安心して妊娠から子育てができる環境の整備にも注力しているとこ

ろですが、将来こどもをもとうとする人に対して、こうした事業の周知が必ずしも十

分ではない可能性があります。 

 

社会全体で子育てに取り組む意識の醸成 

⁃ アンケート調査では、子育ての負担意識について「母親の負担が大きい」との回答が

最も多いことがわかります。理由としては、父親が「仕事が忙しくて子育てに手が回ら

ない」という回答が最も多く挙げられ、次いで「『子育てに関わる』意識が足りない」と

の回答が続きます。こうした結果からは、育児は女性が担うという意識が未だに市民

の間に根強く残っているであろうことが推察されます。一方で、市が子育て中の保護

者を対象に実施した「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」では、男性の育児

休暇の取得状況に改善傾向も見られることから、現に子育てを行っている世代では、

意識の変化が現れてきているものと考えられます。引き続き、多様なライフスタイル

を尊重しつつ、父親の子育て参加を促進するセミナー等、地域一体となった意識変革

に取り組む必要があります。 

⁃ 企業においては次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画策定」の

企業数が令和２年（2020）まで増加傾向にあったものの、近年は策定企業数の伸び
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が鈍化しており、育児休業と合わせてテレワークや短時間勤務など柔軟な働き方の理

解・推進が必要となっています。アンケート調査の育児休暇取得の意識に着目すると、

「取得しやすい」と回答した割合は、女性では半数となっている一方、男性では 18.4 

％にとどまっています。男性における育児休暇が取得しづらい理由として「人手不足」

と答える人の割合が67.5％と最も高く、次いで「言い出せる雰囲気がない」と答え

る割合が 18.8％となるなど、性別にかかわらず仕事と子育て・介護が両立できる環

境整備のための機運醸成が求められています。 

 

多様な働き方、家庭の状況に応じた保育サービスが必要 

⁃ 女性の就業率増加や共働き世帯の増加、多様な働き方の定着に伴い、今後も地域の

保育ニーズに即した一時預かりや延長保育、休日保育等のサービス提供が必要とさ

れています。 

 

<数値目標及び施策の基本的方向> 

 数値目標 

数値目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

婚姻率 2.３（最新Ｒ４） 2.3 

※婚姻率 人口千人に対する婚姻件数の割合（年間の婚姻件数÷10月 1日人口×1000） 

 

 施策の基本的方向 

3-1 出会い・結婚の希望をかなえる 

① 出会いの機会創出と機運醸成 

結婚を望む人の多様なニーズに応えるため、出会いの場の創出に向けた取組を進 

めます。 

また、独身者が出会いや結婚を前向きに捉えられるよう、地域で出会いや結婚を応

援する雰囲気を醸成します。 

 

（主な取組） 

・男女の出会いイベントを実施する個人や民間団体への補助 

・独身者向けのスキルアップセミナー等の開催支援 

・企業間交流会等、若年層が自然な形で出会う機会の創出支援 

・出会いや結婚を前向きに捉える機運醸成のための広報活動 

――――――――― 

② 出会いや結婚に対する経済的支援 

出会いや結婚を希望する方を後押しするため、経済的支援を継続します。 
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（主な取組） 

・あきた結婚支援センター会員登録料の助成 

・結婚祝い金 

・結婚に伴う新生活に必要な住居費や引越費用助成 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

男女の出会いや交流イベント等への参加

人数 
１７１人 １１0人 

あきた結婚支援センター入会者数 16人 20人 

 

（参考指標） 

・あきた結婚支援センター会員団体数 

・結婚祝い金交付件数 

・結婚新生活支援事業補助金交付件数 

 

3-2 妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 

① 子育て世帯の経済的負担の軽減 

希望するこどもの数を希望どおり産み、育てることができるよう、子育てに伴う経 

済的負担の軽減に努めます。また、経済的に不安を抱える家庭については、保育にか 

かる費用や小・中学校における各種助成制度の活用に向けた周知の徹底に努めます。 

 

（主な取組） 

・不妊治療、不育症治療に対する支援 

・未熟児の健康の保持・増進を図るための費用負担 

・保育料及び副食費の助成 

・市立小中学校の給食費の無償化 

・乳幼児から高校生等を対象とする医療費自己負担額の全額助成 

――――――――― 

② 多様かつ切れ目のない子育てサービスの充実 

共働き世帯の子育てを支援するため、延長保育や一時預かり、病児保育、障がい児 

保育などの多様な保育サービスを継続して実施します。必要な家庭に必要な保育が 

提供されるよう、保育人材の確保や就業環境の整備、保育人材の処遇改善等に取り 

組みます。 

また、幼児期から学齢期、青年期までのこどもの「育ち」と「学び」を切れ目なく支援 

するため、「こどもの育ち」と「親の学び」の両面からの支援を行うとともに、学校、地 

域、企業、家庭の連携強化に取り組みます。 
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（主な取組） 

・妊婦保健指導、妊婦健康診査、母子訪問指導等における相談支援 

・子育ての援助を受けたい人と行いたい人とを会員とした相互援助活動 

・就学前児童の一時預かり 

・子育て情報発信アプリの運用 ＤＸ 

――――――――― 

③ こどもの健全な育ちを促進する環境整備 

こどもの健やかな心身をはぐくむための環境整備を推進します。本市の豊かな自然 

の中で、親も子ものびのびと安全に遊べるよう公園施設等の点検や補修、バリアフリ 

ーなどへの改修に取り組みます。 

また、こどもの遊び場や子育て支援に関する相談等を行う行政機能、保護者同士が

交流できる空間を併せ持った施設の整備に向けた取組を進めます。 

 

（主な取組） 

・こども家庭センターの設置 

・こどもまんなか交流施設整備 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

子育て支援センター利用者数 13,893人 10,974人 

 

（参考指標） 

・子育て情報発信アプリ登録者数 
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基本目標4 安心な暮らしと魅力あるまちをつくる 

＜現状や課題＞ 

安心な暮らし 

⁃ 全国的に窃盗犯、知能犯、凶悪犯等による高齢者の被害割合が高い傾向にあり、高齢

化が進んでいる本市においても、行政を中心に地域での防犯意識の向上が必要とな

ります。 

⁃ 地震や異常気象等に起因する災害が各地で見られることから、自主防災組織の設置

促進を呼び掛けているものの、コロナ禍等の影響による自治会・町内会に対する周知

機会の減少等から、自主防災組織の設置率は 58.6%と進んでいません。その必要性

について、自治会・町内会に対して出前講座や防災士による説明を行うなど、設置を

促していく必要があります。 

 

中心市街地におけるにぎわい創出 

⁃ 人口減少や商業施設の郊外立地、後継者不在等に起因し、中心市街地に立地する店

舗や飲食店の廃業や縮小が懸念されます。 

⁃ 近年、ネットショッピング等のオンライン消費がさらに増加しており、地域経済が縮小

傾向となる恐れがあります。 

⁃ 空き店舗を活用した「マルヒコビルヂング」や「ＫＯＢＵＮＤＯプロジェクト」の取組によ

り交流拠点が生まれており、そこでのイベント等により交流の輪が広がっています。ま

た、「のしろいち」をはじめとした公共空間を活用したイベントが生まれ、にぎわいが創

出されてきています。 

⁃ あらゆる人がまちなかを回遊し、日常のにぎわい創出に取り組む必要があります。 

 

地域コミュニティの充実や交流の場の創出 

⁃ 単身世帯の高齢者が多く、今後も増加が想定されますが、地域活動の充実や交流の

場を増やすことにより、住民が相互に見守りを行うことが可能となります。 

⁃ 多世代での交流という観点では、企業進出によって流入する若年世帯等の地域コミ

ュニティへの参画も期待できます。 

 

公共交通に対する住民ニーズの多様化 

⁃ 近年、人口減少や自家用車の普及による利用者の減少や経営不振等により、市内の

路線バスが廃止・減便となっている現状があります。本市ではその代替交通手段とし

て予約制乗合タクシー「コサクル」や東西連絡コミュニティバス「ではるん」を運行する

など、地域特性と財政負担を考慮した公共交通を導入してきています。 

⁃ 路線バスだけでなく、タクシー運転手においても人員の不足、高齢化が進み、特に深

夜・早朝時間帯においては、タクシーが運行していない空白の時間帯が生じるなど、

必要なときに、必要な輸送手段が確保できない状況があります。 

⁃ 現在でも、市民からは昼夜問わず交通の便の悪さを指摘する声も聞かれています。 
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⁃ こうした中、新たな取組として、令和５年度からＡＩを活用したオンデマンド交通「まち

なかコサクル」の実証運行を開始し、中心市街地での利便性向上を図っています。こ

うした取組は、高齢者や学生のような自分で車を運転できない住民の移動手段とし

ての活用が見込まれ、また、中心市街地の活性化や集約連携型の都市構造の実現に

資するものです。 

⁃ 本市においては、今後人口減少がさらに顕著になっていくものと見込まれますが、持

続可能で利便性の高い公共交通ネットワークを構築していくために、国等の動向をみ

ながら、地理的特性や地域課題に応じた施策を展開していく必要があります。 

 

観光客受入土壌の整備 

⁃ 一部観光施設で生成ＡＩ活用による多言語案内を導入しているほか、洋上風力発電関

係の視察者向けにＶＲコンテンツを整備するなど、積極的な取組を行っています。他

方で、観光客の滞在を促すための宿泊機能、観光客に市内を周遊してもらうための２

次交通の確保等の課題があります。 

⁃ 近隣自治体の観光コンテンツとの相乗効果を生み出すためにも、観光客の関心をひ

く施設や商品を生み出し、魅力向上を図る必要があります。 

⁃ 日本海沿岸東北自動車道「二ツ井今泉道路（(仮)小繋ＩＣ～(仮)今泉ＩＣ間）」の開通や

クルーズ船の寄港など、観光客の流入が期待されているもとで、既存ホテルの増築や

ＪＲ能代駅前のホテル整備構想等、宿泊機能が強化される見込みであることから、よ

り観光案内等の充実を図る必要があります。 

 

女性や若者に選ばれる地域づくり 

⁃ 本市では高校卒業後に他地域へ転出する割合が高い現状がありますが、定住する選択
肢もあることを知ってもらい、離れても「能代市とつながり続けたい」「能代市へ帰りた

い」と思ってもらえるよう社会全体で取り組む必要があります。 
⁃ 人口減少が進む中、年齢や性別にかかわらず、様々な人を受け入れる地域社会、雇用
環境、家庭環境が求められます。アンケート結果からみても、本市では性別役割分担意

識が根強くあると考えられることから、多様な価値感が受容され、誰もが住みよく、持

続可能な社会をつくるため、それぞれの慣習や風習、潜在意識の中で当たり前と捉え

ていることを見直す場面も必要です。 
 

＜数値目標及び施策の基本的方向＞ 

 数値目標 

数値目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

自主防災組織設置率 58.6% 65.8% 
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 施策の基本的方向 

4-１ 生活機能の向上と安心・安全の地域づくり 

① 安心・安全の確保 

市民が安心して住み続けられるまちであるために、昨今頻発する自然災害等へ備 

える対応力と地域防災力の向上を図ります。併せて地域防犯対策や、交通安全対策、 

防火対策にも取り組み、関係機関や地域との連携を強化・推進します。 

 

(主な取組) 

・自治会・町内会等の主体的に地域づくり活動を行う団体への支援 

・防災メールシステム等の運用 ＤＸ 

――――――――― 

② 地域コミュニティによる支え合いの推進 

高齢化や人口減少、ライフスタイルの多様化等により複雑化・多様化する地域生活 

課題の解消に向け、地域で支え合う仕組みづくりを支援します。 

 

(主な取組) 

・地域づくりに関わる人材や地域課題の解決に取り組むリーダー・人材の育成 

・市民活動団体やＮＰＯ等の連携、コーディネートの支援 

――――――――― 

③ 地域公共交通ネットワークの維持・確保 

      市民が快適で健康的な生活を送れるよう、都市機能が集積する市中心部と周辺地 

域を結ぶ交通ネットワークの充実に取り組みます。また、市外からの誘客を強化する 

ため広域のアクセス経路の維持・機能強化を図ります。 

 

(主な取組) 

・路線バス等の維持 

・巡回バスの運行 

・予約制乗り合いタクシー「コサクル」、コミュニティバス等代替交通手段の確保 

・市街地ＡＩオンデマンド交通の運行 ＤＸ 

――――――――― 

④ 地域間連携の推進 

福祉、医療、教育、産業、地域公共交通、移住・定住等の様々な分野において、「能代 

山本定住自立圏」をともに形成する藤里町、三種町、八峰町をはじめとする近隣自治 

体との連携を図り、市民の生活機能の向上と効率的な行政運営に取り組みます。 
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(主な取組) 

・持続可能な地域社会の形成に向けた近隣自治体との連携 

・周辺観光地等と道の駅ふたつい等の連携による交流人口の拡大 

・「あきた県北合同移住交流フェア」など広域連携した取組の推進（再掲 2-2②） 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

市民活動支援センター登録団体数 102団体 100団体 

市内を運行する公共交通の延べ利用者数 249,478人 
240,000人 

以上 

 

（参考指標） 

・市民まちづくり活動支援事業応募件数 

・市と近隣自治体が連携して実施している事業数 

・地域と連携して防災訓練等を実施する学校の割合 

 

4-2 まちの魅力向上とにぎわいの創出 

① まちのにぎわい創出 

大手製材企業の進出や、風力発電関連を含む次世代エネルギー事業等の進展によ 

る、就業人口の増加及び定着が見込めるという好機を生かし、買い物や飲食等の生

活維持に必要な機能の強化とにぎわいの創出を図ります。また、こうしたにぎわいが

中心市街地だけでなく、周辺地域へと波及させるための取組を推進します。 

 

(主な取組) 

・「天空の不夜城」の運行等支援 

・「役七夕」、「港まつり能代の花火」等への補助 

・本因坊戦招致活動と開催に対する支援 

・市内外の交流を活性化させるイベント等への支援 

・観光資源や商店街へ新たな人の流れを生み出す情報発信 

・まちなかの交流機能の再構築 

・空き家・空き店舗等の利活用と解体による再整備の促進 

――――――――― 

② 地域資源を生かした観光の活性化 

本市の文化や豊かな自然など地域資源を最大限に生かした観光振興に取り組みま 

す。観光客の関心をひくPRコンテンツの作成や観光施設の整備、まちの特産品を生 

かしたご当地メニューやお土産品などの商品開発を促進し、まちの魅力向上を目指し 

ます。また、クルーズ船の能代港への寄港のほか、秋田港寄港による本市への観光客 
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の増加を見込んでおり、これらの観光客に回遊していただけるような取組を行ってい 

きます。 

一部の観光施設では、インバウンド対応として、生成ＡＩ活用による多言語案内を導 

入しています。今後、クルーズ船寄港等インバウンドの増加に対応するため、多言語案 

内の充実を目指します。 

 

(主な取組) 

・木都能代の象徴である旧料亭金勇を活用した交流人口の拡大 

・観光資源の高付加価値化 

・観光資源や商店街へ新たな人の流れを生み出す情報発信（再掲 4-2①） 

・周辺観光地等と道の駅ふたつい等の連携による交流人口の拡大（再掲 4-1④） 

・県内外の道の駅と連携した物産販売・イベントの企画等 

・能代山本地域で連携したインバウンド誘客の推進 

・客船寄港の誘致活動等 

・地域資源を活用した新商品開発等への支援（再掲 1-3③） 

――――――――― 

③ 教育旅行の誘致 

本市は、木都としての歴史や、洋上風力発電の先進地としての特徴があります。ＳＤ 

Ｇｓへの注目が高まっていることに鑑み、再生可能エネルギーや木材産業を中心コン 

テンツとし、他地域の児童・生徒に向けた教育旅行の誘致に取り組みます。 

昨今では風力発電や太陽光発電、水素利用など自然環境に負荷の少ないクリーン 

エネルギーの活用を推進することで二酸化炭素の排出量を削減する社会への変革を 

促す「GX」（グリーン・トランスフォーメーション）の取組が注目されています。こうした 

好機を生かし、本市の風力発電、水素関連施設を素材として教育旅行の誘致を推進し 

ていきます。 

 

(主な取組) 

・他県教育機関や旅行会社への売り込み 

・教育旅行の呼び込みに資するメニュー開発 

・地域の特色を生かしたまちづくりとの連携 

――――――――― 

④ 様々な人材活用によるまちの魅力向上 

地域おこし協力隊やNPO法人、各種市民活動団体等による地域貢献活動を支援 

するとともに、人材の育成にも取り組みます。さらには、様々な知恵や知識、スキルを

有する個人など、「本市のために何かしたい」と考える市民が活動できる場の創出に

も取り組みます。 
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(主な取組) 

・風の松原や旧料亭金勇、各エリアを紹介する観光ガイドボランティアの活動支援 

・市内外の交流を活性化させるイベント等への支援（再掲 4-2①） 

・高校生や大学生等の若年層が企画する地域活性化に向けた取組や、移住者等が持 

      つ経験や視点、スキル、ノウハウを生かした取組に対する支援 

・バスケの街づくり、宇宙のまちづくり、恋文のまちづくり等の特色あるまちづくりの 

推進 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

観光客入込客数 1,675,244人 2,435,000人 

宿泊客数 144，529人 164，000人 

 

（参考指標） 

・地産地消協力店数 

・空き店舗等の利活用件数 

 

4-３ 郷土愛・シビックプライドの醸成 

① 地域に根ざしたふるさと・キャリア教育の推進（再掲 2-1②） 

こどもたちが本市の魅力や課題、可能性をより深く学ぶ環境をつくるため、学校と 

地域社会の連携・協働を拡充し、地域全体で未来を担うこどもたちの成長を支えてい 

く活動を支援します。 

また、学んだことや地域課題への意見等の情報を、保護者や地域住民に展開、共有 

することで、大人も本市の魅力や可能性を再認識、再発見することができます。持続

可能な地域づくりのため、こどもも大人も共に学び合い、育ち合う取組を推進しま

す。 

 

（主な取組） 

･ふるさと学習活動や総合的な学習における探究活動の推進 

･地域活動への参加や世代間交流の機会充実による中学生、高校生、若年層の地域理 

解促進 

・中学生、高校生が、市外在住の本市出身者等と交流する取組の推進 

・地域と学校が一体となる学校運営協議会（コミュニティ・スクール）や家庭との連携、 

 協働により、こどもの成長を支える活動の推進 

・郷土の自然・歴史や伝統・文化・産業等を生かした教育課程の編成 
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・ふるさと・キャリア教育を支援する人材の確保や、企業・団体の協力による総体的な 

取組の検討 

・ふるさと・キャリア教育のねらいや成果を発信し、保護者や地域住民との共有によ 

る意識の醸成 

――――――――― 

② あらゆる視点から地域を見つめ直すための取組 

本市の特徴や魅力、暮らし等の情報を、市民や出身者、本市へ関心を持つ人に正し 

く認識してもらうためには、一人ひとりに届く効果的な情報発信が求められます。情 

報を受け取った方が、さらに発信することにより、郷土愛やシビックプライド醸成・拡 

散が期待でき、移住定住の促進や、持続可能な地域づくりにつながるものと考えられ 

ます。 

また、本市への移住者や関係人口等の外部の視点を持った方が、市内在住者が気

づいていない本市の特徴をどのように受け止めているかを知り、共有するとともに、

長所を磨き上げたり、改善に取り組むことも必要です。 

 

(主な取組) 

・広報のしろや公式ＳＮＳ等、各種媒体による効果的な情報発信 

・移住交流サロンや移住促進・関係人口創出補助金活用事業等による交流機会の設定 

 

重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

市民意識調査で「能代市を好きだと思

う。」と回答した人の割合 
58.9％ 68.3％ 

 

4-4 多様な社会の実現 

① 若年層も女性も、誰もが自分らしく暮らせる社会の実現 

年齢や性別等にかかわらず誰もが個性と能力を発揮し、活躍できる多様な社会を 

実現するためには、家庭や勤務先、地域社会等において、それぞれが寛容性を持ち、   

性別役割分担意識の解消に向けて行動することや、互いに意見を尊重すること、変化 

に挑戦することなどが必要です。若年層や女性が意見を出しやすい環境や場の創出 

も求められます。 

  

(主な取組) 

・市民参加型イベント等を通じた男女共同参画の啓発 

・地域活動等における女性参画の拡大に向けた機運の醸成 

・若年層が意見を出し合える場づくりの検討 

・多様な価値観を尊重する意識の醸成 

・若者や女性に選ばれる地域・社会のあり方の研究 
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重要業績評価指標（KPI） 

指標 
基準値 

（令和 5年度） 

目標値 
（令和 10年度） 

市が設置する審議会や委員会等の女性委

員の割合 
  42.8％ 45.5％ 

 

（参考指標） 

・女性就業率 

・市民意識調査で「「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定した考え方には反対だと 

思う。」と回答した人の割合 

 

 

8. 重要検証指標 

均衡のとれた人口構成の将来的な実現に向けて、人口の社会増減と自然増減の推移を 

常に検証していく必要があります。このため、第２期総合戦略に引き続き重要検証指標と

して次の２つを掲げ、その推移を把握しながら、本市の実情を検証していきます。 

 

①転入・転出増減数（望む方向：転入と転出の均衡） 

 R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） 
R7～10

（2025～28） 単位 

増減数 △231 △272 △216 △136 △121   人 

転入者数 1,176 1,032 1,053 1,194 1,162   人 

転出者数 1,407 1,304 1,269 1,330 1,283   人 

（内訳の望む方向：転入者数の増加と転出者数の減少） 

 

②合計特殊出生率（望む方向：出生率と出生数の増加） 

 R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） 
R7～10

（2025～28） 単位 

出生率 1.40 1.59 1.34 1.23    － 

出生数 215 219 210 173    人 

女性人口 
（15～49歳） 7,074 6,872 6,844 6,587    人 

男性人口 
（15～49歳） 7,470 7,166 7,333 7,180    人 

（内訳の望む方向：出生数と女性人口の維持・増加） 
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【参考資料】 人口減少対策に関するアンケート調査概要 

人口ビジョン改訂及び次期総合戦略に反映させるため、令和６年３月に下記の４つのアン

ケート調査を実施しました。調査結果の中から着目した点を結果概要としてまとめました。全

体版は市公式サイトに掲載しています。 

https://www.city.noshiro.lg.jp/city/plan/machi-hito-shigoto/24467 

 

1．実施概要 

 

（１）一般アンケート  

 結婚・出産・子育て・就労に関する調査 

【対象】18歳～69歳の市内在住の男女2,000人（無作為抽出） 

【ポイント】 

・雇用の現状や労働環境等について尋ねた。 

・性差による違いが地域社会や家庭内、勤務先で見られるかを幅広く尋ねた。 

・コロナ禍による結婚や妊娠・出産への影響について尋ねた。 

 

（２）高校生アンケート 

進路や結婚・出産・子育てに関する希望、現在住んでいる地域（能代市外含む）の印象等に

関する調査 

【対象】市内にある高校の２年生（543人） 

【ポイント】 

 ・就職先（進路）の決定に家族の希望や意見が影響しているかを確認した。 

・乳幼児と触れ合う経験が、自身の子育て希望につながるかを検証した。 

 

（３）転入者アンケート（過去３年間程度の転入者） 

 転入理由や本市での暮らしの満足度、地域社会の印象等に関する調査 

【対象】能代市へ転入した 18歳～69歳の男女３00人（無作為抽出） 

 【ポイント】 

・他の地域での居住経験から本市との比較をしていただくため、単独アンケートとして実 

施することとした。（Ｒ１は、一般アンケートの一部として実施） 

 

（４）転出者アンケート（過去３年間程度の転出者） 

 転出理由や本市での暮らしの満足度、地域社会の印象等に関する調査 

【対象】能代市から転出した 18歳～39歳の女性３00人（無作為抽出） 

【ポイント】 

・若年女性の転出割合が高く、回帰の割合も低いことから、若年女性に特化して実施し、 

より具体的に要因を探ることとした。 
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2．結果概要 
 

（１）一般アンケート 

①交通の利便性に対する不満が多い 

【問 6】  ・交通の利便性に対して「やや不満」、「不満」344人/52.4％ 

 

②地域社会に関して「若い人が活躍できる雰囲気がある」に対し、否定的な回答が多い 

【問７】  ・若い人が活躍できる雰囲気がある「あまり思わない」「思わない」 

403人/61.3％（全年代で否定的な回答が多い） 

 

③結婚に対する意識の低下 

【問９】  ・結婚の予定がない方のうち、「あきらめた」「考えていない」割合が大幅に増加 

（今回調査65.1％ R1調査20％） 

【問１１】 ・結婚の予定はないが、いずれはしたい方のうち、「何もしておらず希望の出会  

い方は特にない」 32人/29.6％ 

【問１２】 ・結婚をあきらめた、考えていないと答えた方の理由は、経済的理由のほか、 

       個人の気持ちを尊重する傾向が強く見られる 

        ・「一人のほうが気楽だから」が 56.4％で、男女ともに最多の理由 

        ・経済的な理由は男性が45.9％と多く、男女差が大きい 

 

④結婚や出産に関するコロナ禍の影響が見られる 

   【問１４】 ・結婚を延期した（した人を知っている）71人/10.8％ 

・結婚を取りやめた方がいる 11人/1.7% 

   【問２１】 ・妊娠、出産のタイミングを延期した（した人を知っている）10人/3.0％ 

・妊娠、出産をあきらめた方がいる5人/1.5% 

 

⑤希望する子どもの数の減少 

   【問１６】 ・「欲しくない」と回答した方の割合が大幅に増加 

（今回調査 18.8％ R1調査5％） 

・「２人」（48.7％）が１位 ※R1調査では「３人」（47％）が１位。 

 

⑥希望よりも現実に持つ（予定）の子どもの数が下回っている方の理由は、年代に関わら

ず経済的負担によるものが多い 

【問１７】 ・「子育てや教育の経済的負担が大きいから」73人/46.8％ 

 

⑦子どもは欲しくないと答えた方の理由は、年代に関わらず経済的負担によるものが多

い傾向 

【問１８】 ・「経済的負担が大きいから」30人/47.6％  
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⑧育児の負担が母親へ偏っている 

【問１９】 ・「母親の負担が大きい」 165人/49.3％ 

   【問２０】 ・仕事の忙しさと、父母の考え方の違いを理由とする回答が多い 

「仕事が忙しい」 92人/53.8％  

「父親と母親の子育てに対する考え方の違い」 51 人/29.8％ 

 

⑨パート、アルバイトは女性が多く、年代別では２０代より３０代が多い 

【問２３】 ・パート、アルバイト 男女別 女性 94人/34.8％ 

・パート、アルバイト 年代別 30代 16人/22.9％（20代 4人/7.0％） 

 

⑩子育てや介護が理由で仕事についていないのは女性が多い 

   【問２４】 ・子育てや介護のため 15人/9.9％（うち女性 13人） 

 

⑪職場・労働環境に対し、２０代の満足度は３０代以上の世代より高い 

   【問２６】 ・（５）仕事のやりがい ２０代 満足、やや満足 27人/50.9％ 

          ・その他のいずれの項目の満足度も30～40％台と、３０代以上より高い 

 

⑫給与水準に対する不満が多い 

【問２６】 ・給与水準「やや不満」「不満」200人/48.4％ 

          ・「勤務時間の長さ・時間帯」「休暇の取りやすさ」の満足度は男女差が大きく、 

男性の満足度が低い（一方で不満は女性の方が高く、普通が少ない） 

 

⑬職場に対するイメージは、２０代で肯定的な回答が多い 

【問２８】 ・（１）新しいルールが取り入れられている 23人/43.4％ 

・（２）上司は部下の意見をよく聞いてくれる 33人/62.3％ 

・（３）社員の能力を伸ばすことに積極的 28人/52.8％ 

・（４）年齢や性別に関わらず力を発揮できる 27人/50.9％ 

・（５）職場の課題解決に積極的 28人/52.8％ 

  

⑭人手不足等により産前産後休業・育児休業・産後パパ育休が取得しづらい 

【問３０】 ・取得しづらい理由「人手不足だから」79人/67.5％ 

 

⑮育児休業（休暇）制度の利用率が低く、特に男性の利用が少ない 

   【問３１】 ・育児休業（休暇）制度の利用 「利用した」18人/17.6％ 

 

⑯休暇の取りにくさにより子育てや介護と仕事が両立しづらい 

   【問３３】 ・休暇の取りにくさ68人/51.9％ 
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（２）高校生アンケート 

①女性の進学希望の割合が高い 

【問３】  ・女性の進学予定者 161人/71.9％ 

 

②高校卒業後に就職を希望している生徒は市内就職希望が多く、進学を希望している生

徒は県外就職希望が多い 

   【問７】  ・高校卒業後、市内就職を考えている生徒 41人/73.2％ 

・大学へ進学後、市外就職を考えている生徒数 95人/69.3％ 

 

③就職する地域で市内・県内を選んだ理由は「地元に貢献したいから」が最多 

   【問８】  ・地元に貢献したいから 61人/37.2％ 

 

④就職する地域で県外を選んだ理由は「住んでみたい地域だから」が最多  

   【問９】  ・住んでみたい地域だから 62人/45.3％ 

・希望する就職先があるから 55人/40.1％ 

         ・県外の方が給料が高いから 47人/34.3％ 

⑤女性が希望する業種は、医療関係、公務員が多い 

   【問１１】 ・医療関係 54人/24.1％ 公務員 44人/19.6％ 

 

⑥仕事や就職先の選択で重視する点は、給与水準の高さが最多 

   【問１２】 ・給与水準が高い 330人/69.2％ 

・女性は「性別や年齢に関係なく活躍できる」「職場の雰囲気が良い」も男性よ 

 り重視している 

⑦現在住んでいる地域に住みたいと思わない理由は、「新しい環境を体験してみたい」が

最多 

   【問１５】 ・新しい環境を体験してみたい 82人/53.6％ 

         ・女性は「ほかに住んでみたい地域がある」「ここには就きたい仕事がない」 

「ここでは高い収入が得られない」が男性よりも多い 

  ⑧能代市に住みたいと思ってもらうために必要なことでは「給与水準の向上」が最多 

【問１６】 ・給与水準の向上 272人/57.0％ 

・「商業施設やレジャー施設の充実」も同数 

  ⑨高校生年代では結婚を希望する割合が高い 

   【問１７】 ・将来、「結婚したい」297人/62.3％ 
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 ⑩結婚を希望しない人は結婚の必要性や結婚生活の大変さを考えている 

【問１９】 ・結婚する必要性を感じないから 24人/44.4％ 

         ・結婚生活が大変そうだから 10人/18.5％ 

⑪恋愛に興味・関心のない生徒は男性が「交際に興味、関心がないから」が多く、女性は

「必要性を感じていない」生徒が多い 

   【問２１】 ・「交際に興味・関心がないから」と答えた男性 19人/45.2％ 

         ・「必要性を感じない」と答えた女性 16人/59.3％ 

⑫結婚や恋愛、子育てに対して否定的な理由として、男性は経済的なことを理由とする生

徒が女性より多い 

   【問１９】 ・結婚したくない理由「経済的に大変そう」 5 人/19.2％（女性ゼロ） 

   【問２１】 ・恋愛に興味、関心があまりない理由「お金がかかるから」 12 人/28.6％ 

   【問２３】 ・子どもは欲しくない理由「経済的に大変になるから」 17 人/48.6％ 

 

⑬中学・高校生で乳幼児と触れ合う機会がなかった生徒は、子どもを望まない傾向 

   【問２４】 ・乳幼児と触れ合う機会が全くない生徒で「子どもを欲しくない」生徒数 

27人/26.0％ 

 

（３）転入者アンケート 

  ①転入理由は自分の仕事の都合が多く、次いで家族の介護や同居が多い 

【問１１】 ・転入理由「自分の仕事の都合」52人/60.5％ 

 

②交通の利便性に対する不満が多い 

   【問１２】 ・交通の利便性に対して「やや不満」、「不満」50人/58.2％ 

・出身者の方が不満が多い 出身者 77.2％ 非出身者 46.0％ 

 

③「買い物の利便性」は、非出身者の方が満足度が高い 

   【問１２】 ・買い物の利便性（満足・やや満足） 出身者 20.0％ 非出身者 38.0％ 

 

④地域社会に関して「新しい考え方を積極的に取り入れている」「若い人が活躍できる雰

囲気がある」に対し、否定的な回答が多い 

   【問１５】 ・新しい考え方を積極的に取り入れる「あまり思わない」「思わない」 

38人/44.2％ 

・若い人が活躍できる雰囲気がある「あまり思わない」「思わない」 

43人/50.0％ 
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（４）転出者アンケート 

①能代市出身者の居住していた時の職業は学生、生徒が多い 

【問３】  ・居住していた時の職業「学生、生徒」24人/64.9％ 

②能代市出身者の転出先として関東、秋田市が多い 

【問７】  ・関東 13人/35.1％（東京都8人/21.6％）  ・秋田市8人/21.6％ 

③能代市出身者の転出理由は自分の仕事の都合や進学が多い 

【問１０】 ・自分の仕事の都合 14人/37.8％  ・自分の進学 10人/27.0％ 

④能代市出身者の交通の利便性に対する不満が多い 

【問１１】 ・交通の利便性に対して「やや不満」、「不満」29人/78.3％ 

⑤地域社会に対する否定的な回答は能代市出身者の方が多い 

【問１３】 ・新しい考え方を積極的に取り入れている 

「あまり思わない」、「思わない」27人/72.9％ 

        ・若い人が活躍できる雰囲気がある 

「あまり思わない」、「思わない」28人/75.6％ 

⑥能代市出身者が将来能代市に戻って住む可能性は低い 

【問１４】 ・能代市に戻る可能性「あまりない」、「ない」20人/54.0％ 

 

３．アンケート調査結果の主なポイント 

転出アンケートでは、暮らしの満足度、地域社会に関する設問において、いずれも出身者

のほうが、よりネガティブな回答が多いことから、若年女性出身者の地域社会に対する不満

傾向が強く見られ、女性のＵターンが進まない一因と考えられる。 

地域社会、家庭、職場などで性別による役割分業の傾向が根強くあり、女性の地域に対す

る不満につながっているものと考えられる。中でも子育てにおいて女性の負担が大きく、少

子化にも影響を与えている可能性が高い。 

 また、就職先の業種が限られていることに加え、賃金水準の低さや、人手不足からくる休暇

取得の難しさなどの労働条件から見ても、特に若年女性を受け入れる体制として十分では

ないと言える。 

 結婚や出産に関する意識の変化や女性の進学率の高さ、個人の意思を尊重する時代で

あることなどから、出生数が低い状況は当面続くものとみられる。一方で、コロナ禍の影響

により結婚を遅らせた方の出産はこれからと考えられるため、数年は推移を見守りたい。 


